
    

 

公益財団法人 建築技術教育普及センター 令和 3年度調査・研究助成 

構法史的検証および工学的実験検証による木造建築における「土台」の総合的評価 

大阪市立大学 石山央樹 

 

1. 研究背景と目的 

木造建築の脚部構法は、掘立から礎石、土台建へと変

化してきた。特に民家における土台構法は歴史が浅いと

されているが、その出現や由来は明らかでない。一方、

奈良時代以降の社寺建築や戦国時代の城郭建築では早

くから土台が存在しており、民家においても、何らかの

理由によって土台が必要とされたと考えられる。本研究

では、構法史研究の新しい手法として、絵図・文献調査

に加えて構造計算や実験による定量評価を行い、中近世

の民家における土台の発生要因を明らかにする。 

2. 仮説と検証方法 

2-1 仮説 1・不同沈下対策 

滝澤の研究 1)によると、洛中洛外図には土台を持つ町

家の描写がある。これを踏まえ、現存する 168 本の洛中

洛外図屏風のうち、インターネットで公開されている

18 本を調査した結果、遅くとも室町後期の京都には土

台を持つ町家が存在しており、「棟持柱を持つ・妻側土

台」から、次第に右の「棟持柱を持たない・平側土台」

へと変遷していることが分かった。 
  棟持柱には特に荷重がかかり、沈下しやすいと考えら

れる。また、川沿いの町家が多く、地割によって軟弱な

土地に建てざるを得ない場合も考えられることから、荷

重の偏りや軟弱地盤に起因する不同沈下に対して、土台

は何らかの役割を持つと考えた。本研究では、文献調査

と計算による定量評価によって検証する。 
2-2 仮説 2・柱脚部の耐久性向上 

掘立柱から礎石建への移行の主な背景として柱脚部

の耐久性向上と加工技術の発達が挙げられる。土台の発

生においても同様の背景があると考えた。本研究では実

験による定量評価によって検証する。 
3. 仮説 1検証 

3-1 重要文化財民家修理報告書調査 

 文化庁の国指定文化財等データベースにおいて、「重

要文化財(建造物)／近世以前／民家」に記載の 358 件の

民家のうち、大阪市立大学学術情報総合センターに修理

報告書が所蔵されている 214 件について、修理報告書

の(告示・構造形式)、(木工事)、(現状変更)、(図面)を参

照し、民家の建設当初の土台パターンを分類した(図 2)。 

    
a：外周4面+内部 b：外周2～4面 c：一部or土間のみ d：土台無し 

図 2 重文民家における土台パターン分類(a～c：土台有) 

3-2 軟弱地盤と土台有無の関係性 

軟弱地盤の指標として、民家所在地の「地形」と「地

名」を用い、土台使用との関係について調査した。なお、

「地形」には、地盤サポートマップ 2）を活用した。「地

名」には、データベース 3）による旧所在地住所のうち、

さんずい、又は水や窪地に関する漢字を含むものを軟弱

とした(都道府県名は除いた)。調査の結果、「地名：軟

弱」所在民家の土台使用率が高く(図 3)、中でも江戸後

期から末期にかけて軟弱地盤での土台使用率が高く(図

4)なっている。この傾向は当時の地表面の状況をより直

感的に表した「地名」を指標として得られたため、軟弱

地盤に対して土台を使用した一つの根拠となりうる。 

 

図 3 土台パターンと地盤の軟弱さ(着色部：土台有) 

図 4 時代別土台パターンと地盤の軟弱さ(着色部：土台有) 

(各時代上「地名：軟弱」、下「地名：その他」) 

3-3 即時沈下量計算 

 土台を使用すると接

地面積が増加し、軟弱

地盤における不同沈下

に対し効果を発揮する

と思われる。この効果

を確認するため、平面2

間×3間、壁高 2.0ｍ

の民家(床敷、一部土

間、土壁)を想定(図

5)し、文献 4)に基づき、本瓦葺等各屋根葺材を用いた際

の柱 A～Dにかかる荷重を算出し、礎石建と土台建の場

合について、即時沈下量を求めた。宅地防災マニュアル
5）の軟弱地盤の目安 N値を用いた結果を図 6,7に示す。

土台建の場合、沈下量、荷重の偏りによる沈下量差とも

に礎石建の約 10分の 1と大幅に軽減される。特に屋根

荷重が大きいほどその効果を発揮する。 
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  図 5 計算用民家平面 
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図 6 即時沈下量計算結果(砂質土、N値=10) 

 

 

図 7 即時沈下量計算結果(粘性土、N値=2) 

3-4 考察 

 一般的に屋根荷重の大きい農村地域の民家では、軟弱

地盤での不同沈下防止のため土台を用いたであろう。ま

た、市街地の民家について、丸山が瓦葺規制を基に推測

した桟瓦葺の普及時期 6）と、本研究での土台普及時期

が重なることから、土台使用の背景の一つとして不同沈

下防止への意識があった可能性がある。今回用いた計算

式では接地面積の増加を考慮しているが、これに加え直

交方向の曲げによる沈下抑制効果もあると考えられる。 

4. 仮説 2検証・含水率確認実験 

 各柱脚部構法による耐久性変化を確認するため、掘立

柱、礎石建柱、土台建柱(直置、礎石置)を模して設置し

た 60mm 角スギ材試験体(n=3)にじょうろで雨注 1)を降ら

せたときの含水率分布を調べた。なお、礎石には御影石

自然石を使用し、掘立柱は60mm埋め、土台には20×40mm

の枘穴加工を施した(図 8)。柱上部と土台の木口には防

水テープを貼り、木口からの水の吸い込みを防いだ。 

 散水後 2日間放置した後、柱下端、及び土台下端と側

面から 20mm ずつ切り出し、105 度で全乾させ含水率分

布を求めた(図 8)。土台建の場合、柱枘部の含水率が高

くなり、礎石建に比べ弱くなるという結果が得られた。

一方で、枘から離れた土台両端に注目すると、土台の地

面からの水の吸い上げは礎石建よりも抑えられている

ことから、枘周辺が弱点となった原因として、土台上面

に直接雨が当たり枘部分に水が溜まったことが考えら

れる。実際、土台の上には土壁等外壁が載り、土台上面

がすべて表しになることは少ない。そのため、枘部分に

それほど水は溜まらず、礎石建と比較して柱脚部の耐久

性が低下しているとは一概には言えず、むしろ向上する

と考えられていた可能性がある。 

 
A掘立 B礎石建 C土台建直置 D土台礎石建 

 

図 8 試験体概要兼含水率分布図 (n=3平均値)  

5. シロアリ遡上検証 

シロアリの遡上状況を確認するため、図 8 と同様の

試験体を琉球大学内シロアリフィールドに設置した。シ

ロアリ食害試験は通常、地上に設置した試験体に対し、

雨除けと風よけのためにコンテナを伏せて設置するが、

今回は風通しのよい床下を想定し、隙間をあけてコンテ

ナを設置した。2021 年 11 月に開始したが、シロアリの

誘因がうまくいかず、いずれの試験体に対しても未だシ

ロアリの遡上は確認できていないため、本研究期間終了

後も継続観察を行う。 
6. まとめ 

中近世の民家における土台の発生要因について、文献

調査、数値シミュレーション、実験によって多角的に検

証した。軟弱地盤において不同沈下を抑制する目的で土

台を導入したという仮説に対しては、文献調査によって

土台の有無と地名との関係を検証したところ、一定程度

仮説を裏付ける結果が得られた。また、即時沈下量の計

算でも、土台の有無で大きな違いが認められた。さらに、

散水後の土台の含水率分布を計測したところ、礎石およ

び土台があるものの含水率が比較的低く、耐久性を向上

させる可能性も示唆された。 
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注1) 気象庁の気象データより、2021年 9月 2日の大阪府の 1日降水

量29mm分を1日2回に分けて散水した。 
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